
 

 

 

 

平成31年４月１日付の組織改正及び人事異動について 

 

平成31年３月27日 

 

 

第３期ひょうご教育創造プランの基本理念である「兵庫が育む こころ豊かで自立す

る人づくり」のもと、変化に柔軟に対応し、社会を創造し、先導できる「未来への道

を切り拓く力」の育成をめざして、兵庫の特色ある教育を積極的に推進するため、機

動的で効率的な体制を整備する。 

また、知事部局、学校、市町教育委員会との人事交流を積極的に行うなど、適材適

所の職員配置を行う。 

 



 

 

１ 組織改正 

(1) 県立高校の魅力づくりの新展開 

    高大接続改革等に対応する魅力と活力ある高校づくりを推進するとともに、今

後の県立高校の望ましい規模と配置のあり方について検討するため、高校教育課

に「高校教育推進参事」を設置する。 

 

【 高校教育課 】

【 現   行 】 【 改   正 】

高校教育課長

副課長 副課長

高校教育課長

副課長

管理班長

生徒指導班長
主幹

教育指導班長
主幹
主幹

高校教育推進班長

副課長

高校教育推進
参事

管理班長

生徒指導班長
主幹

高校教育改革班長
主幹

副課長

副課長

副課長
教育指導班長
主幹

 

 

 

(2) 学校における働き方改革等の推進 

    県立学校業務支援員配置事業や学校における業務改善加速事業を通じた働き方

改革及び障害者の法定雇用率達成に向けた取組の推進を図るため、教職員課に「企

画・調整参事」を設置する（職員団体担当参事を改編）。 

主幹
副課長

管理･免許班長
副課長

給与班長給与班長

教職員課長

【 改   正 】【 現   行 】

職員団体担当参事 業務改善班長

【 教職員課 】

人事･業務改善班長
主幹
主幹

副課長

考査班長

教職員課長

考査班長

管理・調整班長

人事班長
主幹

副課長

企画・調整参
事

 

 

 



 

(3) ワールドマスターズゲームズ2021関西の開催準備の推進 

ゴールデン・スポーツイヤーズを迎え、本県におけるワールドマスターズゲー

ムズ2021関西の機運醸成、リハーサル大会の開催など開催準備を総合的に推進す

るため、スポーツ振興課に「参事（ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ2021関西担当)[ﾀｽｸ㉑]」を

設置する。 

 

 スポーツ振興課長  スポーツ振興課長

参事(神戸マラ
ソン担当)

参事(神戸マラソン
担当)

主幹（神戸マラソン担当）

主幹（神戸マラソン担当）

※ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑズ
2021関西
　兵庫県実行委員会事
務局副事務局長

【 現   行 】 【 改   正 】

【 スポーツ振興課 】

副課長 競技･生涯スポーツ班長
主幹

副課長 競技･生涯スポーツ班長
主幹

副課長
国際広域スポーツ班長
主幹
主幹

副課長
国際広域スポーツ班長
主幹

参事(ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰ
ｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ2021関
西担当)

ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑズ2021関西
推進班長
※ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑズ2021関西
　兵庫県実行委員会事務局
　競技運営課長

主幹(広報渉外担当）
※ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑズ2021関西
兵庫県実行委員会事務局広報・渉
外課長

 
 

(4) 学校の改編 

  ① 県立学校 

「第３期ひょうご教育創造プラン」に基づき、魅力と活力ある高校づくり 

を進めるため、専門学科の設置等を行う。 

ア 職業学科を主とする学科の改編（１校） 

氷上高等学校 

（現行の学科）          （改編後の学科） 

 農業科  営農科         生産ビジネス科 

      食品加工科       食品ビジネス科 

      生活科         生活ビジネス科 

 商業科  商業科                         

                         

② 市町立学校 

   ア 義務教育学校の新設 

姫路市立四郷学院が義務教育学校として新設される。なお、姫路市立四郷

小学校及び姫路市立四郷中学校は四郷学院に移行する。 

イ 小学校の廃止  

 淡路市立釜口小学校が学習小学校に統合される。 



 

２ 人事異動 

 (1) 異動規模 

  異動数は昨年に比べ、事務局・県立学校教職員はほぼ同数、市町立学校教職員

は退職者の減により、異動総数は昨年を下回る。 

  

区    分 平成 31 年度 平成 30 年度 増減  

事 務 局 職 員 等    ３４５名      ３４４名       １名  

県 立 学 校 教 職 員   １，８５９名   １，９０１名   △４２名  

市町立小･中･特別支援学校教職員  ４，２８８名   ４，６２６名 △３３８名  

合    計   ６，４９２名   ６，８７１名 △３７９名  

 

(2) 女性登用 

  女性活躍推進法及び次世代育成支援対策推進法に基づく事業主行動計画である

「男女共同参画 教職員支援ひょうごプラン」(H28 策定)の重点目標である「意

思決定過程への女性教職員の参画促進」のための女性登用率は、昨年度を１．８

ポイント上回る１８．５％になる。引き続きプランの目標（H32）１６．０％を

達成している。 
 

職名   年度 ３１ ３０ 増 減 

事務局管理監督職 
 36/179 

(9) 
 20.1% 

  28/179 

(5) 
15.6% 

８ 

(4) 
 4.5% 

県立学校管理職 
 124/537 

 (32) 
 23.1% 

108/538   

(32) 
20.1% 

16 

(０) 
3.0% 

市町立学校管理職 
291/1,716 

       (64)  
17.0% 

270/1,718 

(71) 
15.7% 

21 

(△7) 
1.3% 

計 
451/2,432

(105)
18.5% 

406/2,435 

(108) 
16.7% 

45 

(△3) 
1.8% 

(  )は当該年度女性登用者数 

(3) 事務局関係(役付職員等) 

    ① 人事交流の促進 

        幅広く経験を積み優秀な人材を育成するため、教育分野である学校や市町教

委に加え、本庁と地方機関や知事部局との人事交流を行っている。    

(人事交流の状況(役付)） 

区      分 平成３１年度 平成３０年度 増減 

教育 

分野 

県立学校等との交流 ５７名    ４５名  １２名 

市町教委(学校含)との交流 ２９名    ３６名 △７名 

教委 本庁と地方機関の交流 ４３名    ３５名 ８名 

知事部局等との交流 ３４名 ４２名 △８名 

計 １６３名  １５８名 ５名 



 

② 女性所属長等の登用 

女性登用を進める一環として、教委事務局の中で活躍の場を拡大する。 

義務教育課長に 義務教育課副課長 村田かおり 

（初の女性義務教育課長） 

高校教育課参事に 高校教育課副課長 桂敦子 

（初の女性高校教育課参事） 

     播磨東教育事務所長に 人権教育課長 村松好子 

    （平成 16 年度以来の女性教育事務所長） 

 

(事務局管理監督職員の女性登用状況) 

職名    年度 ３１ ３０ 増 減 

８級以上(課長級以上) 8/ 48 16.7% 6/ 46 13.0%     ２ 3.7% 

７級(副課長級)  9/ 47 19.1% 9/ 48 18.8% ０ 0.3% 

６級(班長・主幹級) 19/ 84  22.6% 13/ 85 15.3% ６ 7.3% 

計 36/179  20.1% 28/179 15.6% ８ 4.5% 

  

③ 県立教育機関の長の交代 

 県立コウノトリの郷公園長に、県立コウノトリの郷公園統括研究部長（県立

大学大学院地域資源マネジメント研究科教授・研究科長） 江﨑 保男 を登用

する。（山岸 哲 現園長は、名誉園長に就任） 

 

(4) 県立学校関係 

① 校長級 

ア  登用者の総数 

     登用者４５名(校長総数１６４名(副校長含む)) ※退職者４５名 

                  

イ 本庁課長等からの登用 

     様々な教育課題の解決を図るため、教育行政経験があり、教育全般に対す

る幅広い見識を有した経験豊富な本庁課長等７名を登用する。 

    

 （本庁課長等からの登用） 

 

 

 

 

 

     

          

神戸高等学校長 

兵庫高等学校長 

西宮高等学校長 

三田祥雲館高等学校長 

加古川東高等学校長 

北条高等学校長 

上郡高等学校長 

：世良田重人（59） 

：升川 清則（57） 

：萩原 健吉（57） 

：加嶋 幸彦（56） 

：清瀬 欣之（56） 

：西川 雅秀（56） 

：塚本 師仁（55） 

教育次長から 

体育保健課長から 

丹波教育事務所長から 

神出学園校長から 

教育研修所長から 

農政環境部環境学習参事から 

南但馬自然学校副校長から 



 

ウ 県立学校の活性化を進めるため適材適所の配置 

     特色ある学校づくりや専門高校及び専門学科の充実を図り、学校の活性化

を推進するため、適材適所の配置を図る。 

(適材適所の配置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ  若手の登用 

          登用者の最年少は５３歳(１名) 

(県立錦城高等学校長 樫木 直人 県立明石北高等学校教頭から) 

校長登用者の平均年齢は、５６.７歳となる。 

オ 女性の登用 

         ３名を登用し、女性校長は２０名となる。 

   （女性登用状況） 

年度 

職名 
31 30 増  減 

校 長 
  20/164 

  （ 3） 
  12.2% 

  23/164 

  （ 8） 
  14.0% 

   △ 3 

(△ 5) 
△1.8% 

                            (  )は当該年度女性登用者数 

 （女性校長登用者） 

国際高等学校長 

高等特別支援学校長 
赤穂特別支援学校長 

：井上 真理（54） 

：馬場登美子（57） 

：内海貴美子（57） 

加古川西高等学校教頭から 

篠山東雲高等学校教頭から 

姫路しらさぎ特別支援学校教頭から 

                                   

② 新規採用教員 

２２９名を採用する。 

(初任者の配置） 

年度 

職名 
31 30 増  減 

教諭 218 名 240 名 △22 名 

養護教諭  10 名   6 名    4 名 

栄養教諭   1 名   2 名 △ 1 名 

合計 229 名 248 名 △19 名 

※中等・特別支援・市立高校を含む 

兵庫工業高等学校長 ：三輪 智英（58） 姫路工業高等学校長から 

宝塚北高等学校長 ：宮垣  覚（57） 神戸高塚高等学校長から 

国際高等学校長 ：井上 真理（54） 加古川西高等学校教頭から 

社高等学校長 ：若浦 直樹（56） 村岡高等学校長から 

農業高等学校長 ：澤井 正志（57） 錦城高等学校長から 

赤穂特別支援学校長 ：内海貴美子（57） 姫路しらさぎ特別支援学校教頭から 



 

 (5)  市町立学校関係 

① 校長級 

ア 登用者の総数 

  登用者１８０名(校長総数８５４名) 

※退職者１８２名との差は学校統廃合、義務教育学校新設による。 

 

イ 校種間の異動の推進 

小学校と中学校の連携を強化し、不登校や生徒指導上の諸課題に対応する

ため、小中学校間の校長の人事交流を行っている。 

 

（校長の校種間異動数の推移） 

      年度 

校種 
31 30 増減 

小 → 中 11 名 16 名 △5 名 

中 → 小 18 名 24 名 △6 名 

小中→特別支援  6 名  4 名   2 名 

合  計 35 名 44 名 △9 名 

 

ウ 教育委員会事務局や他市町の学校からの人事異動の推進 

学校の教育課題解決のため、行政経験を生かした学校運営が図れるよう、

校長登用者１８０名のうち、県教育委員会、市町教育委員会等から校長へ 

３９名を登用する。また、管理職としての幅広い経験を生かすため、市町間

での校長転任数を６名、他市町で校長を１１名登用する。 

 

区分                年度 31 30 増減 

教育委員会事務局

等からの登用 

県教委から  3 名  5 名 △2 名 

市町教委等から 36 名 41 名 △5 名 

計 39 名 46 名 △7 名 

 

区分                年度 31 30 増減 

市町を越えた異動 

市町を越えた転任者数  6 名 14 名 △8 名 

市町を越えた登用者数 11 名 12 名 △1 名 

計 17 名 26 名 △9 名 

 

 

 



 

エ 若手の登用 

          登用者の最年少は４８歳(１名) 

（尼崎市立難波の梅小学校長 ：細間 亜季（48）尼崎市立浜小学校教頭から） 

校長登用者の平均年齢は、５５.１歳となる。 

    

 オ 女性の登用 

          ２８名を登用し、女性校長は１２８名となる。 

 

（女性登用状況） 

年度 

職名 
31 30 増 減 

校 長 
128/ 854 

(28) 
 15.0% 

118/ 856 

(32) 
 13.8% 

10 

(△4) 

1.2% 

 

                                       (  )は当該年度女性登用者数 

 

② 新規採用教員 

    ５７３名を採用する。 

 (初任者の配置） 

年度 

職名 
31 30 増  減 

教諭 541 名 653 名 △112 名 

養護教諭  20 名  21 名   △1 名 

栄養教諭  12 名  11 名     1 名 

合計 573 名 685 名 △112 名 

※特別支援学校を含む 


